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要　　旨
　1990年代末から、企業犯罪の抑止策を設け、かつ施行するために、中国は、積極的な努力を払ってきた。
とはいえ、企業犯罪は、従来通り中国の国民生活及び経済安定に対する巨大な脅威であるとされている。そ
こでは、現在における企業犯罪の抑止策に欠陥があるかどうか、及び欠陥があるとすれば、どのようにすれ
ばその抑止策を整備することができるかが、問題となっている。本稿は、その問題を分析し、かつそれに答
えることを目的とする。
　中国における企業犯罪の抑止策を考察し、その効果をはかることによって、本稿では、現行の抑止策には
第三者による監督がほとんどないという構造上の欠陥があることを明らかにする。その欠陥をなくし、かつ
現行の抑止策の改善に向けて、本稿は、企業犯罪の要因を明らかにし、かつそれに基づいて、諸外国におけ
る企業犯罪の抑止策を概観する。最後に、以上の論述を踏まえて、本稿は、3つの面において、どのように
現在における企業犯罪の抑止策を整えるべきかを検討する。

Abstract
　The increase of corporate crime and its considerable negative influence on social order and economic develop-
ment have attracted intensive attention ever since 1980s in China. Although positive efforts have been made to 
design and implement an integrated prevention policy, especially after the entry into new century, it seems that 
corporate criminality is still a dooming threat and on increase. This fact made it necessary to ask and answer the 
question whether there is anything wrong with current prevention policy and if there were how to promote it and 
this is exactly the task this article intends to accomplish. Therefore, this article, in the beginning, reviews the his-
tory of corporate crime and summarizes characteristics of current prevention policy of corporate crime in China 
and tries to evaluate its effectiveness. Then, it analyzes the constructive deficiency in the policy. Furthermore, in 
order to offer references, it reviews measures taken in other countries such as America, British and Japan, which 
are also confronted with increase of corporate crime. Finally, it offers suggestions on how to better current pre-
vention policy.

Prevention Policy of Corporate Crime in China: Now and Then

Zhenjie Zhou, Ke Liu
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はじめに

　1990年代、市場体制改革と企業所有権改革が進
められたとともに、中国での企業違法行為の急増
は、大衆を驚かせるほどに至ったとされている。中
国最高人民裁判所の統計によると、1999年に全国
で金融詐欺、脱税、悪質な商品の販売などの経済秩
序を乱した犯罪で有罪判決を下された被告人は、
22、657人にのぼった。さらに、多数の大きな影響
を及ぼした事件も現れてきた。たとえば、1999年
廣東省湛江特大密輸事件においては、80人の被告
人が有罪判決を下され、そのうち、6人が死刑を言
い渡された⑴。深刻化し続ける企業犯罪は、それに
対する総合的な抑止策を築く必要を明らかにした。
そのため、2000年以降、その抑止策を構築するこ
とに、莫大な努力が払われてきた。
　企業犯罪の抑止に向けた積極的な取り組みにもか
かわらず、政府報告と媒体の情報によると、企業犯
罪の増加傾向は、依然として続いているとされる。
したがって、企業犯罪には、どのような抑止策が有
効か、どのように現在の抑止策を整えるべきかが、
すでに中国の立法機関の重要な議題になっている。
効果的な企業犯罪の抑止策を構築するために、ま
ず、現行の抑止策の現状とその実施状況に存在する
問題を探究し、理論的に分析することが必要である
と思われる。1つの試みとして、本稿では、第一に、
中国における企業犯罪の歴史を概観し、第二に、中
国における企業犯罪の抑止策の特徴を要約して、そ
の影響をみて、第三に、その抑止策における問題を
分析し、第四に、企業犯罪の多元的要因に基づいて、
諸外国の企業犯罪の抑止策を紹介し、最後に、以上
の論述を踏まえて、どのように将来の抑止策を築く
べきかを論ずることとする。

１　中国における企業犯罪の歴史

　企業犯罪とそれに対する処罰は、1950年代から
1970年代末まで中国の刑事立法と学説によって否
定されていた。その理由の 1つとして、当時、中国
は、旧ソ連を範とし、計画経済体制をとったことが
挙げられる。その体制の下で、国家または集体に
よって設立され、かつ国民にサービスを提供する経
済組織として、すべての企業は、国家または集体の
様々な計画のみにしたがって業務を行った。生産
量、製品類型および価額などは、政府の計画を通じ

て決定されていたので、企業の任務は、その計画を
実行するにとどまった。言い換えれば、企業犯罪の
外的要因も動機も存在しなかったことになる。もう
1つの理由として、当時の中国刑法理論は、旧ソ連
の刑法理論を受け継いだという点が挙げられる。
1950年代から、中ソ関係が全面的に緊密になるに
つれ、刑法学の領域においても旧ソ連を範とし、そ
の教科書を通じて刑法理論を学んだのである⑵。犯
罪論から見れば、旧ソ連の刑法理論は、個人責任と
道義的責任に基づくドイツ刑法理論から深い影響を
受けたものであるといえよう⑶。したがって、身体
も精神もない企業の犯罪能力が 1970年代末まで刑
事立法において否定されたのは、当然のことである
と思われる。
　1980年代の初頭から、中国は、改革・開放政策
を実施し、「権力を下部に渡す、利益も下部に譲る」
ことを中心とした企業改革を行った。この改革に
よって、様々な企業は、自身の利潤を追求できる独
立した経済実体になった。同時に、利益を得るため
の企業違法行為も増加してきた。中国政府の統計に
よると、1986年に、全国の 3分の 2の国営企業が
脱税行為を行った。1986年から 1990年までの 4年
間、全国各地の税関により没収された企業の密輸品
は総計 13.39億元であり、当該時期に全国で摘発さ
れた密輸品増額の 61.8パーセントを占めた⑷。
1987年、企業犯罪が社会と経済生活に及ぼした害
悪を認識して、「犯罪予防には、刑罰が一番有効な
手段である」と考えた中国の立法機関たる全国人民
代表大会常務委員会（以下、全人代常務委員会とい
う）は、税関法を改正することを通じて企業刑事責
任を導入した。その後、《密輸の罪を処罰すること
に関する補充規定》（1988年 1月）などの多数の特
別刑法も、企業犯罪に関する規定を設けた。1997
年、全面的に刑法典を改正することを契機として、
全人代常務委員会は、刑法の総則および各則におい
て系統的に企業犯罪及びそれに対する処罰を定め
た。それとともに、中国は、企業刑事責任を中心に
し、総合的な抑止策の構築や実施を始めた。

２　現行の抑止策の特徴と効果

2. 1　現行抑止策の特徴
　企業犯罪の抑止策とは、企業による違法行為を発
見し予防するために、国家、社会ならびに企業その
ものが策定し、かつ実施するすべての措置を指す。
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これに含まれるのは、国家による強制制裁だけでな
く、非政府組織などによる社会監督および企業自身
の取り組みもある。中国における社会主義公有制を
企業資本および収益の制度基礎とする国有企業所有
制と、一貫して強制制裁を重視する統制理念とに照
らして、企業犯罪に対する現在の抑止策の特徴は、
以下のように要約することができると思われる。

⑴　処罰範囲の拡大
　上で述べたように、企業刑事責任は、中国の企業
犯罪の抑止策の中心である。したがって、企業犯罪
の増加が迫っていることへの対応として、企業処罰
の範囲を広げるのは、当然のことであろう。統計に
よれば、1997年から現在まで、全人代常務委員会
によって公布された「詐欺による外貨の購入、違法
な方法による外貨の中国から外国への移転と違法な
外貨の取引を罰することに関する決定」という特別
刑法および七件の刑法修正案の約半数の条文は、企
業処罰に関連するものである（表 1参照）。これら
の規定は、まず、新たな企業犯罪を定める。刑法修
正案（3）第 4条、刑法修正案（4）第 4条および
刑法修正案（6）第 3条が、その例である。たとえば、
刑法修正案（4）第 4条が、「以下の規定は、第 1
項として刑法典 244条に挿入する」とし、これに
より「未成年者を雇用して危険な場所で働かせる
罪」という罪名を新設した。上述の外貨管理に関す
る「決定」も、詐欺による外貨の購入罪という新た
な罪名を規定している。
　なお、これらの規定は、2つのアプローチを通じ
て、すでに法律の規定している企業犯罪の処罰範囲
を拡大する。1つは、ある犯罪の罪状を修正するこ
とによってその行為主体を拡大するというアプロー
チである。たとえば、刑法修正案（4）第 8条は、

刑法第 164条の規定を「不正な利益を図るために、
会社又は企業の職員に財物を供与した者は、その額
が比較的多額である場合は、……」から、「不正な
利益を図るために、会社又は企業もしくはその他の
単位の職員に財物を供与した者は、その額が比較的
多額である場合は、……」へと修正することによっ
て、その犯罪の主体を、「会社又は企業の職員」か
ら「会社又は企業もしくはその他の単位の職員」ま
でに拡大した。
　もう 1つは、犯罪形態を変えるというアプローチ
である。たとえば、刑法修正案（4）第 1条は、97
刑法第 145条の「国家標準若しくは業界標準に適
合しない医業器具若しくは医療用衛生材料を生産し
た者、又は国家標準若しくは業界標準に適合しない
医業器具若しくは医療用衛生材料であることを知り
ながらこれらを販売した者は、人の健康に重大な危
害を及ぼした場合は……」という規定を「国家標準
若しくは業界標準に適合しない医業器具若しくは医
療用衛生材料を生産した者、又は国家標準若しくは
業界標準に適合しない医業器具若しくは医療用衛生
材料であることを知りながらこれらを販売した者
は、人の健康に重大な危害を及ぼす危険がある場合
は……」と改め、その犯罪の処罰範囲を「結果犯」
から「危険犯」へと拡大した。

⑵　法執行の強化
　企業処罰の範囲が拡大されているのとともに、各
主管機関は、具体的な犯罪に対する特別な措置を
行って企業犯罪に対する法執行を強化しており、現
在大きな注目を浴びている商業賄賂専項治理（日本
語で商業賄賂に対する特別措置ということである）
が、その例である。商業賄賂とは、主に企業そのも
の、あるいはその従業員によって行われる、現在の

表 1　刑法修正案と企業処罰

施行時期 企業処罰に関する条文数 修正案条文数 割合
刑法修正案Ⅰ 1999年 12月 7 9 77％
刑法修正案Ⅱ 2001年 8 月 1 1 100％
刑法修正案Ⅲ 2001年 12月 2 9 22％
刑法修正案Ⅳ 2002年 12月 7 9 77％
刑法修正案ⅴ 2005年 2 月 0 4 0％
刑法修正案Ⅵ 2006年 6 月 9 20 45％
刑法修正案Ⅶ 2009年 2 月 3 14 21％
総　　計 29 66 44％
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業務を維持しまたは新たな業務を獲得することを目
指す贈賄犯罪であり、刑法典第 164条に定められ
ている会社、企業およびその他の組織の従業員に対
する贈賄罪および 391条に定められている組織に
対する贈賄罪が、典型的な例である。商業賄賂は、
2000年頃にほぼすべての経済領域で現われ、重大
な悪害を及ぼしたとされている。ある統計では、毎
年、製薬業のみにおける贈収賄によっておよそ 100
億円の国有資産が失われ、その額は、製薬業の税金
の額の 16％を超えた⑸。
　商業賄賂の急増の要因には、2つある。1つは、
商業賄賂は様々な形で行われるということである。
たとえば、「多数の企業は、より低い価額で土地を
獲得し又は迅速に行政許可を得るためには、商業取
引の名目で主管者に豪華な旅行に参加させ、海外に
おいて取引の相手に代わって彼らの親類の教育費用
を払い若しくは関係者に無料の EMBAトレーニン
グを提供する」⑹という報道をよく耳にする。もう 1
つは、軟弱な法執行である。そこでは、2006年に、
中国共産党中央委員会および中国中央政府は、市場
秩序および政府の威信を回復することを目標とする
「厳しく商業賄賂を打撃する」という商業賄賂専項
治理を始めた。
　商業賄賂専項治理の結果として、2005年から
2007年までの 3年間、31、119の事件が調査され、
260万の事業単位および 49監督組織から不法収益
が没収された。同時に、多くの高級官僚が厳罰に処
せられた。中国最高人民検察院の報告では、2003
年から 2008年にかけての 5年間、35人の日本にお
ける大臣のレベルの高級官僚が刑事処罰を受けたの
である⑺。例としてよく挙げられるのは、2008年
に前中国共産党政治局委員の陳良宇は、収賄罪など
で 18年の有期懲役を言い渡され⑻、それ以前では、
前北京市副市長の劉志華は収賄罪で死刑（2年執行
猶付き）を⑼、前中国海軍副司令官の王守業は、同
罪で無期懲役を言い渡された⑽。
　党中央と中央政府による特別行動のほかに、行政
主管部門および地方政府によって発動される特別法
執行活動もよく見られる。たとえば、最高人民裁判
所の報告によると、「2003から 2008までの 5年間
で、全国の人民裁判所は、市場経済秩序の整頓、商
業賄賂の取締などの特別行動を積極的に展開し、有
毒・有害な食品、偽の薬・粗悪な薬の生産・販売の
ような食や医療の安全を脅かす犯罪、及び知的財産

権侵害、金融詐欺など市場経済秩序を破壊する犯罪
を厳しく打撃し続けており、有罪判決を受けた者は
10万人余りに達し、これは同期比 26.92％の増加で
ある。」⑾

⑶　企業の社会的責任の導入
　「（企業の社会的責任は）品質安全性、事故・トラ
ブル対応、公正な取引、公正な競争、個人情報の保
護、内部告発者保護など法令遵守体制の確立、環境、
マルチ・ステークボルダー対応などのように、従来
の経済的あるいは法的な企業の責任を含みつつも、
さらにそれを超えた概念にまで拡大している」⑿と
いう論述からすると、企業の社会的責任は、広義で
は法的責任を含む社会に対する企業の負うべき責任
をいい、狭義では法的責任を除く、社会的存在とし
ての企業が自動的に負う責任をいうのである。私見
によると、ある程度法的義務を尽くすことが、企業
の最も大きな社会的責任である。
　企業の社会的責任に関する理論的な研究は、中国
で 1980年代末にすでに現れたが、諸外国での企業
の社会的責任の概念、歴史および応用状況を紹介す
るにとどまった⒀。その要因の 1つは、当時の企業
体制と政治制度であろう。1990年代の初頭に、す
でに企業の体制改革が始まったが、多数の企業は、
依然として国有であり、国家又は集体からの生産お
よび経営に関する指導若しくは要求が、企業には大
きな影響を与えていた。同時に、中国では、政治国
家と対立する市民社会という概念は、理論的研究に
しか存在していなかった。換言すれば、企業が国家
に対して責任を尽くすということは、社会に対して
責任を尽くすことになるのである。したがって、企
業の社会的責任というものは、ほとんど意義がな
かったのである。1990年代末、外国文献を紹介し
中国企業の現実の分析を踏まえて、世界で唯一の社
会主義市場経済国家である中国は、企業の社会的責
任についての理論研究、立法および応用面で、資本
主義国家に負けてはならないと提唱する学者が現れ
てきた⒁。しかし、残念なことに、中国政府はなに
よりも経済発展を優先していたので、上述の主張に
は行政機関も立法機関も関心を払わなかった。
　しかし、2000年以降、企業の社会的責任の重要
性が認識されるようになった。当時、環境汚染事件、
食品事件、鉱山事故などの企業による多数の違法行
為が、重大な死傷や財産の損失を惹き起こした。民
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主党派の中国国民党革命委員会が、明確に「このよ
うな企業の社会的責任に対する不作為は、従業員、
消費者および社会の利益に重大な損害を与えたとと
もに、企業のイメージおよび名誉にも悪い影響を及
ぼした」⒂と指摘した。他方で、中国企業は、外国
企業からの圧力を受けた。統計によると、1995年
から中国東部沿海地域にある 8000社余りの企業
は、企業の社会的責任に関する審査を受けた。一部
の企業は、社会的責任ついて優れた業績を持ってい
たため、外国企業から多くの注文をもらったのに対
して、多数の工場は改善する誠意を示さなかったの
で、注文は取り消されてしまった⒃。したがって、
中国企業が、依然として生存のために努力している
ので、社会的責任をとり入れるのは早すぎると指摘
されたものの、「企業の社会的責任という意識は、
きっと重要な変化をもたらす」⒄と提唱する学者が、
次第に多くなり、そして立法者も、企業の社会的責
任を立法議題のなかにとり入れたのである。
　2006年、全人代常務委員会は、会社法を修正し
た際に、企業の社会的責任を会社法に導入した。そ
の新会社法第 5条は、企業は経営活動を行うにあ
たって、法律、行政法規および商業道徳に従わなけ
ればならないとともに、社会的責任を引き受けなけ
ればならないと規定している。その後、他の経済立
法も、企業の社会的責任についての規定を設けた。
たとえば、2009年 1月 1日より施行された《中華
人民共和国循環型経済促進法》は、第 9条に「企業
または事業単位は健全な管理制度を作り上げ、一定
の措置を用いて、資源の消耗を抑え、廃棄物の生成
量や排出の量を減らし、廃棄物の再利用化、資源化
のレベルを高めなければならない」とし、第 20条
に「工業企業は、進んだ技術領或において適用でき
る技術、工芸や設備を採用し、水を節約する計画を
立て、水の節約に対する管理を強め全生産過程にお
いて水の使用を抑えなければならない」としてい
る。
　上述の法律のほか、中央政府と地方政府も、どの
ように企業の社会的責任を実現するかに関する指導
的な規則を作っている。たとえば、国務院国有資産
管理委員会は、2008年 1月に「中央企業が社会的
責任を履行することに関する指導意見」を公布し、
中央企業が遵守しなければならない 3つの原則を
規定し、社会的責任活動においての重点を強調し
た。中国商務部も、2008年 9月に「外商投資企業

が社会的責任を履行することに関する指導（草案）」
という部門規章（日本の省令に相当するものであ
る）を公布した。地方政府によって作られた企業の
社会的責任に関する規定の例として、2008年 11月
に中国上海市質量技術監督局による「企業社会責任
導則」や 2008年 2月に中国浙江省政府による「企
業が積極的に社会的責任を履行することを推進する
ことに関する若干の意見」を挙げられる。

2. 2　現行の抑止策の効果
　企業による違法行為とそれに対する制裁について
の詳細な資料を手に入れることができず、また社会
科学の各研究分野で同じ事実から異なる結論が導か
れそうなので、精確かつ全面的に現在の企業犯罪の
抑止策の効果を見積もるのは不可能であろう。した
がって、以下の論述は、あくまで筆者の個人的見解
にはほかならない。企業犯罪に対する法執行の強化
および企業の社会的責任の導入は、現行の抑止策の
主な 2つの特徴なので、企業犯罪事件の統計と企業
社会的責任の実践状況をもとにして現行の抑止策の
効果の一部をはかることができるであろう。
　現行刑法典は、140余りの企業犯罪の罪名を規定
している⒅。そのうち、およそ半数は、各則第 3章
にある社会主義市場秩序を侵害する罪であり、実際
にその罪を犯したのも企業であるので、全国各級人
民裁判所が審理してきたその犯罪の既済事件の統計
から企業犯罪の現状が窺われるように思われる。中
国国家統計局の統計年鑑によれば、1997年から
2000年にかけて、上述の犯罪の事件が急激に増加
していった。これは、97刑法が公布された後、か
つて自然人の犯罪として処理された多くの違法行為
が、企業犯罪として審理されたからであろう。
2001年から 2004年にかけて、事件の数が多少減少
はしたものの、それほど変化は見られない。2004
年から、事件の数が急増していることが分かる（図
1参照）。同時に、政府の調査も、企業犯罪の状況
は依然として厳しいのを明らかにした。たとえば、
国家税務機関は、2006年に河北省にある 100の大
手不動産企業の納税状況を検査した。その結果とし
て、すべての不動産企業が、脱税などの違法行為を
行ったことがあることが判明した⒆。
　上述のように、2006年以降、中国政府は、企業
の社会的責任を推進することに相当な努力を払って
いる。しかし、幾つかの調査の結果から見ると、企
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業の社会的責任の実施状況は、楽観を許さないとさ
れている。たとえば、2008年に中国山東省にある
2,200社の企業に対して行われたアンケート調査で
は、積極的に社会的責任を果たしている企業は、
11.05％しかないのに対して、そのコストを酌量し
て社会的責任を履行するかどうかを決める企業は、
15.77％を占めている⒇。中小企業の場合、社会的
責任の履行はあまりなされていないとされている。
2008年に浙江省寧波市にある 80社の中小企業に対
するアンケート調査の結果として、以下の事実が明
らかになった。すなわち、①企業の社会的責任の概
念を知っているかについて、89.4％の対象企業は
「はい」を選んだが、8.86％の調査対象は「ぜんぜ
ん分からない」を選んだ。②企業の社会的責任は企
業にどのような影響を与えるかについて、35.5％の
対象企業は「社会的責任を果たすことは企業に利益
をもたらす」を選択したのに対して、25％の対象
企業は「企業に財務的な負担をもたらす」を選択し
た。③企業の社会的責任を履行しているかについ
て、定期的に報告書を公表する企業、時々報告書を
公表する企業と報告書を公布したことがない企業
は、それぞれ 8.75％、23.5％および 67.5％であっ
た21。
　なお、2008年 9月に中国河北省石家荘市で起こっ
た三鹿毒ミルク事件の後、主管機構は、22社の乳
業企業によって生産されたミルクの一部分を検査し
た。その結果、ほぼすべてのミルク製品はメラミン
によって汚染されたと判明した22。このことは、当
該企業が社会的責任を履行していない証拠ではない
かと思われる。
　要するに、以上の考察から判断すれば、現行の抑
止策は予想通りに機能を果たしているとは言い難い
と思われる。積極的に抑止策を築いて実施してきた
のにもかかわらず、なぜ予想された効果があらわれ
ないか？私見によると、司法および立法面での客観

的要因もあれば、その抑止策自身に存在する主観的
要因もある。

３　要因はどこに

3. 1　客観的要因
　まず、『2009中国企業 500強』のリストによると、
国有企業は、その 300社を占め、上位 10社はすべ
て国有会社である23という事実が示しているよう
に、中国の国有企業は、有力な社会的および経済的
位置に立っている。そこで、各主管機関のそれらに
よる違法行為に対する取締は、十分とはいえないと
されている。たとえば、2009年 7月、バルブ生産
を行う米 Control Components Inc（CCI）社は、米
国で中国石油および中国海洋石油などの 6社の国
有企業の従業員に賄賂を渡したことを認め罰金を科
せられた。しかしながら、中国の行政および司法機
関は、現在まで賄賂を受けた従業員および当該企業
に対して何の調査も行わず黙っているままであ
る24。
　ほかに、外来投資を誘致し保つために、中国政府
は、外国会社による違法行為を厳格に法律に従って
処理していないのも、否定できない事実である。こ
こ十数年、中国での多国籍企業の贈賄スキャンダル
がたびたび表面化している。例として、2004年に
明らかになった米国 Lucent社の贈賄スキャンダル、
2005年に表面化した米国企業による中国建設銀行
の張恩照元会長への 100万ドル贈賄事件および
2005年に発見された米国 Diagnostic Products Cor-
poration（DPC）社の中国子会社が 1991年から
2002年にかけて中国の医師らに 162万 3000ドル
の贈賄事件を挙げられる25。とはいえ、上述の事件
において贈賄を行った企業は、まだ罰されていない
のである。
　さらに、具体的な法執行面で問題がある。たとえ
ば、企業賄賂の事件において、収賄者は処罰される

図 1　1997-2007社会主義市場経済の秩序を破壊する罪の既済事件の推移
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のに対して、多くの贈賄者である企業は、通常の場
合、処罰されなくて済むとされている。中国公安部
の統計によれば、2000年から 2006年 6月まで、全
国公安機関が 2529件の企業の従業員によって行わ
れた収賄事件を調査した。同時期に調査された贈賄
事件は 564件のみであった26。すなわち、司法機関
によって処罰されたのは、発見された贈賄者の 5分
の 1に過ぎないのである。したがって、法律に規定
している刑罰が、企業に対して威嚇力が小さくなっ
ているのは、当然なことであると思われる。
　最後に、現行立法にも欠陥が存在する。よく指摘
されるのは、企業に対する罰金の適用条件について
の規定である。現行刑法典によると、その典型的な
規定は、「企業が罪を犯した場合は、企業に対して
罰金を科するほか、その直接主管者およびその他の
直接責任者に対して、法律により刑罰に処する」と
いうものである。たとえば、刑法典第 327条が「国
有の博物館又は図書館等の部門が、文物保護法に違
反して国家が保護する文物の蔵品を販売した場合、
または非国有組織若しくは個人に無断で贈与した場
合は、その組織体に対して罰金を科するほか、その
直接責任を負う主管人員及びその他の直接責任者
は、3年以下の有期懲役又は拘役に処する」として
いる。このような規定においては、額に対する制限
がほとんどないといえるように思われる。その制限
がある規定においても、「情状が重大で」、「重大な
結果」および「特別に多額で」などの意味が曖昧な
用語はよく見られる。

3. 2　主観的要因
　企業犯罪となれば、3つの重要な当事者が引き込
まれると思われる。第一に、企業に法に従って質の
よい商品およびサービスを提供させ、そして違法行
為が生じた場合、刑罰権を用いてその違法行為を罰
することを通じて国民の合法権益を保護する義務を
負うべき国家であり、第二に、利潤最大化を目標と
する企業であり、第三に、国家の保護を受け、企業
の商品およびサービスを購入する市民である。この
ような事実から見ると、効果的に企業犯罪を予防す
るためには、その抑止策は、国家の権力、企業の義
務および国民の権利の 3つの支柱によって支えら
れるべきである。上述のように、現在、中国は十分
に国家の権力を強調しており、企業の義務を重視し
始めたにもかかわらず、どのように国民の権利を活

用するかという問題は、まだ見落とされている。換
言すれば、現行の抑止策に第三者による監督はほと
んど存在していないという構造上の欠陥があること
になる27。
　近年、中国では食品事故が絶えず起こっているの
は、認めざるをえない事実である。政府の報告によ
ると、2005年に、全国範囲で中国衛生部に報告さ
れた食品中毒事件が 256件、そのうち被害者数が
100人を超えたのは、18件であった。その結果、
9021人が中毒になり、そのうち 256人が死亡し
た28。2007年では、食品中毒事件が 506件、その
うち、被害者数が 100人を超えたのは、11件であっ
た。その結果、13280人が中毒になり、258人が死
亡した。2006年に比べると、中毒になった被害者
数が、26.48パーセント減ったのに対して、死亡し
た被害者数が、31.63パーセント増えている29。な
ぜ類似の事件が、類似の原因で繰り返し起こってい
るのか。その要因の 1つとして、市場監督メカニズ
ムが適切な機能を果たすことができないということ
が挙げられる。とりわけ、市場監督メカニズムに
とって不可欠な消費者監督が、NGOからも政府か
らも有力な支持を得られないので極めて弱いのであ
る。2008年 9月に河北省石家荘市で起こった、5
万 1900人の幼児を腎臓結石で入院させた30という
厳重な結果を及ぼした三鹿毒ミルク事件の経緯は、
再びこのことを明らかにした。
　報道によれば、2007年 12月以降、多くの消費者
が大手乳業会社の三鹿会社に「三鹿ミルクを飲んだ
幼児が病気になってしまった」という事実を伝え続
けたにもかかわらず、同社は、問題を解決せず、ま
た消費者協会31も積極的に介入しなかったのであ
る。2008年 3月に、主管機関としての国家食品薬
品監督管理局は、消費者から「三鹿ミルクを飲んで
健康に影響を受けた」という苦情があったのに、
まったく調査を行わなかった。同年 7月末に三鹿会
社はミルクをメラミンによって汚染されたという結
論を得て、8月 2日にその結論を地方政府に伝えた
が、三鹿会社も地方政府も苦痛を受けた被害者およ
びその他の消費者にその結論を伝えなかったのであ
る。同年 9月上旬、中国中央政府が、ニュージーラ
ンド政府によって関係事実を知らせられた後、上級
の圧力で、地方政府は、毒ミルクに対する調査を始
めた32。2007年 12月から 2008年 8月までの 9か
月の間に、もし第三者として消費者が市場メカニズ



68

早稲田大学高等研究所紀要　第 2号

ムにおいて強い位置にあり、あるいは消費者協会が
積極的に介入すれば、以上の結果は避けられたよう
に思われる。
　企業の社会的責任の実施状況についても、「企業
の社会的責任の発展には、NGOの機能と媒体の自
由が非常に重要なものであるとされている。中国に
おける現行の法律と政治との枠組みにおいて、情報
の伝播は一定の制限を受け、多くの民間団体も政府
の直接または間接の管理若しくは影響の下で活動を
行うのである」33と指摘される。
　さて、どのようにすれば以上の欠陥をなくすこと
ができるか。さらに、どのようにして抑止策を整え
るべきか。この問題に答える前に、諸外国の企業犯
罪の抑止策を紹介する必要があると思われる。なぜ
ならば、自然犯と異なり、おもに行政犯として扱わ
れる企業犯罪は、経済発展から生まれ、かつ世界化
が深化するとともに深刻化しているという国際的性
格があり、しかも諸国におけるそれに対する対処も
『国際組織犯罪防止条約』、『国連腐敗防止条約』な
どの国際文書から大きな影響を受けているので、諸
外国で築かれている企業犯罪の抑止策は、中国に
とって参照する価値があるからである。

４　諸外国における抑止策の概観

⑴　諸外国の企業犯罪の現状
　企業犯罪の深刻化は、中国だけでなく、多くの国
で見られる。たとえば、日本法務省の『検察統計年
報』によると、2000年から、日本における犯罪の
疑いを受けた法人数、および起訴された法人数は、
徐々に増加している。とくに、2002年から 2005年
にかけて、両者の急増は、明らかである（図 2参照）。
同時に、多くの社会的な注目を浴びた事件も現れ
た。たとえば、2004年に「三菱自動車・ふそうの
リコッル問題や西武鉄道の利益供与事件など、大手
企業の企業犯罪が明らかになった。さらに、2006
年には、企業犯罪の代名詞ともいわれる米国のエン
ロン、ワールド・コム事件の日本版ともいわれるラ
イブドア事件が起こった」34。
　米国では、監督官庁の行政処分や民事訴訟や司法
取引（plea-bargaining）が、つねに優先されるため
に、刑事手続によって処罰される企業数は、日本や
中国に比べると、著しく低いのが、企業犯罪の増加
の傾向も否定できない。米国連邦量刑委員会のデー
タによると35、1996年から 2000年にかけて、組織
犯罪に対する量刑規則を規定している連邦量刑ガイ
ドライン第 8章で罰せられた組織数は、急激に増加

図 2　日本における犯罪の疑いを受けた法人数および起訴された法人数（1999年－ 2007年）

図 3　ガイドラインの第 8章で処罰された企業数（1996年－ 2008年）
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していった。2002年から 2005年まで、その数は、
減少したものの、2006年に急激に増加した（図 3
参照）。
　重大な害悪を感じた諸国は、企業犯罪を予防し円
滑な経済発展を確保するために、中国と同様に、積
極的に総合的な抑止策を構築している。企業犯罪の
抑止策は、その原因論に基づくべきものなので、諸
国の抑止策を検討する前に、以下の論述が示してい
るように、企業犯罪の原因を分析する必要があり、
すなわち、「犯罪原因論と刑事政策との関係は、医
学における病因の解明とその治療法の発見との関係
に似たものとして理解されてきた。犯罪の原因を突
き止めることができて、初めて有効な犯罪対策を論
ずることが可能になろう。原因論に基づかない刑事
政策は、非科学的なものであるということにな
る」36。

⑵　企業犯罪の要因
　企業は、自然人によって構成される社会的組織で
あると同時に、自然人と異なる決定過程などの特徴
をもつ、自分の権利を有し、かつ義務を負う法的組
織でもある。したがって、「企業犯罪は、意思形成
と犯罪行為が自然人たる構成員によるものの、法的
評価の対象としては、行為主体ならびに行為結果の
享受が組織体である企業であると理解でき、或いは
そう理解すべきである。法人として実在する企業
は、構成員の意志と行為を通して権利義務の法的な
主体として活動するが、その法的効果を受ける構成
員とは別の法的存在である。即ち、企業における犯
罪意思は単一的な個人犯罪と異なり、組織的・構造
的に形成され、行為結果としての法的結果は企業組
織対に帰属する」37企業犯罪のこういう性格に鑑み、
その発生および深刻化の要因が 3つの面で追求す
るべきであろう。
　第一は、社会的要因、すなわち犯罪の機会が与え
られたということである。たとえば、米国は、
1970年代に企業犯罪の急増に見舞われ、米国の学
者の研究によれば、「経済結構における変化、とく
に経営、流通ならびに投資に関する変化は、人口出
生率より高い経済犯罪率を招いたのである」38。
　第二は、組織的要因である。すなわち、企業組織
との関係で、「組織が複雑化すると企業内でのコ
ミュニケーションがしににくくなるため、経営的な
コントロールが困難になるとしている。また、意思

決定の分権化、決定の自由度を高めるが、反面、各
人の責任が減少するため、違反行為が増える傾向が
あるとしている」39。
　最後に、個人的要因である。企業は、肉体も精神
もない存在なので、その構成員の行為を通じて罪を
犯すことになるのである。ほかに、個人の企業犯罪
で儲ける、あるいは失う利益についての考慮などの
要素も、企業犯罪の発生に重要なものである。たと
えば、あるイギリスの学者の研究は、すでにその他
の企業に比べて、犯罪行為が「所有権をもつ管理幹
部の収益よりも高い危険をもたらす企業では、犯罪
率が低い」40という結論を出している。

⑶　諸外国の企業犯罪の抑止策
　以上の要因に応じて、諸外国で築かれている企業
犯罪の抑止策は、3つの部分からなるといえそう。
すなわち、国家強制の威嚇を基礎とする国家政策と
社会監督の活用を目的とする社会政策と企業自身の
抑止意欲を重点とする企業政策である。
　国家政策とは、企業犯罪を防止するために、様々
な国家機関によって制定され、かつ施行される方針
および策略などを指す。国家政策には 2つの主な支
柱がある。1つは、刑事処罰を拡大するということ
である。たとえば、「法人は罪を犯すことができな
い」というローマの法諺を信じてきたフランスは、
国内での企業犯罪の危害に脅かされたので、1994
年に刑法典を修正することによって企業の刑事責任
を導入し41、そして 2004年に「Perben II」という
法令において、企業にすべての犯罪に基づいて刑事
責任を負わせることができるとした42。イギリスも、
2007年に『企業致死罪法』（Corporate Manslaugh-
ter and Corporate Homicide Act 2007）を公布し、そ
れを通じて企業処罰の範囲を法人から会社、行政機
関、王室組織および労働組合などの組織までに拡大
した43。
　もう 1つは、行政制裁を強化するということであ
る。刑事処罰と比べると、行政制裁にはいくつかの
メリットがあるといえる。その例として挙がられる
のは、行政手続の場合は、処罰対象に対して刑事訴
訟ほど厳格な手続保障はなされていない点である。
そのため、行政制裁はますます注目されている。た
とえば、日本の立法機関は、2004年に証券取引法
を改正しインサイダー取引および風説の流布などを
行った場合に課徴金を課すという規定を導入し、さ
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らに 2006年の独占禁止法改正では、課徴金の額を
大幅に引き上げた44。
　社会政策は、2つの面で理解することができる。
1つは、社会的条件、とくに市場メカニズムを活用
することによって企業犯罪を防止するということで
ある。いずれにしても、刑罰は社会制度の一種とし
て機能を果たすのである。「刑罰の性格は、その刑
罰を用いる国家の文化的価値と密接していることが
分かる。……刑罰も、社会現象として、社会の政治
的・経済的要因と密接に関連していることを我々が
認識しなければならない」45。企業犯罪は、企業が
市場メカニズムに対して自身を整えてそのメカニズ
ムを利用する過程において生じるものといえる。そ
のため、企業処罰が、市場条件を無視して用いられ
れば、効果的に機能を果たすのは不可能であろうと
思われる。もう 1つは、国家は、言論の自由および
集会結社の自由などの権利を保護することによっ
て、第三者としての NGOまたは媒体などに十分な
機能を果たさせるということである。
　社会政策の場合には、国家規制機構による介入は
ないので、有限な法的資源を節約することができ、
他方で、刑事処罰の消極的な影響を避けることがで
きる。そこでは、多くの国は強制制裁をとると同時
に、積極的に社会政策を利用している。たとえば、
2007年に改正された日本公認会計士法は、虚偽証
明を行った公認会計士が属する監査法人に対する刑
事処罰を導入しなかったのである。その「不導入の
最も大きな理由は、刑事罰を監査法人に科すと当該
監査法人の信用が大きく失墜し、所属公認会計士が
離散してしまい、善意の被監査会社の監査継続に影
響が生ずるなどリスクが大きいということであ
る」46。
　最後、企業文化を向上させ、企業統制を改善させ
ることを含む企業政策であり、その中心は、企業法
令遵守計画（corporate compliance program）である。
法令遵守計画とは、企業ごとに違法行為を防止し、
高級管理職の者をはじめ従業員の法的意識を強化す
るために自主的に実施される体系的な取り組みをい
う。一致した定義はまだ存在していないが、法令遵
守計画が以下の 3つの主な構成要素をもつのには
異論がない。すなわち、行為規範を制定し公布する
ことや監査機関を設立することや内部通報および懲
戒制度を設けることである47。
　近年、とくに米国においての Enron事件と Boe-

ing事件48の後に、「企業の指導者はいつも慈善を念
頭に置きながら、業務を行っているという仮定に置
かれているので、法令遵守計画には根本的な欠陥が
ある」49と指摘されたものの、企業の自発的に自分
の活動を監査する義務を引き受ける意欲が強くなる
一方であるとされている50。なぜかというと、「法
令遵守計画は、企業統制には 2つの決定的な要素を
提供するができるからである。1つは、企業に法律
や規則の規定に従って業務を行わせるということで
あり、もう 1つは、法律の限界を守って業務を行う
ことは、企業に、すなわち、すべての従業員に利益
をもたらすように、各レベルの従業員を説得するの
に役立つということである」51。ほかに、違法行為
は実際になされた際、法令遵守計画およびその実施
は企業そのものの責任を減軽し又は免除することが
できる52。

５　未来の抑止策の構築

　諸外国における抑止策の現状に照らして考える
と、3つの結論を導くことができそうである。第一
に、国家側からの企業犯罪に対する正式な対応が、
最も重要なものである。第二に、しかしながら、企
業犯罪の原因は複雑なので企業自身の協力を得なけ
れば、その抑止は不可能な任務になってしまうかも
しれない。第三に、権利主体である市民からなる
NGOを通じる監督をはじめとする第三者の機能も
不可欠なものである。上述の結論と中国の現行の抑
止策においての欠陥からすれば、企業犯罪を防止し
減少する目的を実現するために、中国は、以下の三
つの面で努力すべきだと思われる。

⑴　企業処罰の改革
　現行中国刑法典に定められている企業犯罪に対す
る罰は、罰金だけなので、多数の論者の意見では、
刑事処罰は、効果的な威嚇要素にしようとすれば、
罰金のほかに、有罪企業の公表、業務停止および解
散命令などの処罰方法を採用しなければならないと
される53。確かに、諸外国の立法および企業犯罪を
処罰する実務から見れば、この必要性はあると思わ
れる。他方で、処罰の最終的な目的は、処罰するこ
とではなく、壊された秩序を回復し、規制対象に行
為規則を提供することであるとされている。そのた
めには、「不明確な罰則は、実質的に罪刑法定主義
に違反し、許されない」54および「法律の文言のあ
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いまい性があったのでは、解釈の厳格性を要求する
こともできない。……平易な大衆の言葉で法律の条
文が書かれることが必要である」55と指摘されてい
るように、刑事罰則を分かりやすい形で明確かつ具
体的に定めるのは、罪刑法定主義の要請および刑罰
目的実現の前提である。刑事罰則の明確性という問
題には、犯罪の成立要件だけでなく、法定刑も含ま
れているのである。したがって、企業処罰を多様化
するとともに、それを具体化する必要があり、すな
わち、各種の企業処罰の適用条件を具体的に規定す
ることが必要であろう。
　明確かつ具体的な規定は、一方で、企業が違法行
為を行う前にその結果を予測することに有益であ
る。予測された利益が損失より少なければ、企業の
違法行為は計画にとどまるかもしれない。他方、国
民は、具体的な規定によって、自分で司法判断の公
平性と正当性を判断できるようになる。これは、司
法判断の独立と適正を確保するとともに、司法の国
民基盤を固めることができると思われる。上で述べ
たように、企業犯罪に対する罰金の適用条件につい
ての規定に不明確な点が多く存在している。そこ
で、どのようにそれを具体化するかが、司法実務に
問われている問題である。
　上述した企業処罰を設定する要求に基づいて、罰
金は以下のように具体化されると思われる。まず、
立法機関が、基礎罰金額を規定する。その額は、以
下の額のうち最高のものであろう。すなわち、①売
上金、②犯罪者の収益、③当該犯罪によって及ぼさ
れた損失、④他の当該犯罪に関する額、あるいは⑤
当該犯罪による有害な影響を除去するための支出で
ある。第二に、立法機関が、一定の比例を設定し、
司法機関は、その比例に従って当該犯罪の情状を酌
量して基礎罰金額を引き上げ、または引き下げて最
終的な罰金額を算定することできる。最後に、最高
人民裁判所は、指導案例を司法解釈として公布する
ことによって司法機関に具体的な裁量標準を提供す
る。

⑵　法令遵守計画への重視
　多くの場合、企業犯罪が発覚するのは、偶然の事
故または事前に企業と連絡していたりする日常的な
観察による。しかしながら、事故を防ぐことは、お
もに企業措置の枠組み内のものであり、他方で、日
常的な観察を通じて企業による違法行為が発覚する

のは、被疑者になるかもしれない対象から情報を求
めることを意味するので、企業の協力を得なければ
企業犯罪を防止することは一層困難になろう。つま
り、潜在する企業犯罪を抑止するのには、法益侵害
が存在していなければ介入してはならない刑事処罰
よりも、企業そのものの抑止に対する意欲のほうが
役に立つということである。ここから、「純然たる
刑法上の対策よりも法令遵守計画が優れたものとな
りうる」56という結論を導き出せそうである。その
本質的な理由は、「法令遵守計画は、企業の利益に
訴えると共に、企業に自身の予防設置を講じるに充
分な自由行動の余地を認めるという点」57にある。
したがって、多くの国は、企業に積極的に抑止設置
をとらせ、かつ具体的な指導を提供するために、法
令遵守などの企業の取り組みに対する要求およびそ
の法的効果を明文に定めておる。たとえば、米国連
邦量刑ガイドラインは、企業法令遵守計画を効果的
に履行していたのを責任の減軽情状として定めてお
り、企業法令遵守計画の有効性の判断基準をも解釈
している58。いずれにせよ、「企業組織体が正常に
評価され、かつ企業犯罪を抑止するには、何よりも
企業組織体の自主的抑止力に着目しなければならな
い」59。
　中国の現行の法律で、企業の社会的責任などに関
する規定も出てきたが、それは原則的なものに過ぎ
ず、具体的な指導的意義がないものであり、他方で、
法令遵守計画についての規定は、まだ存在していな
いのである。そこでは、中国は、効果的に企業犯罪
を抑止しようとしたら、企業政策に適切な注目を払
うべきである。当面の急務は、法令遵守計画をス
タート地点として、企業の法的意識を育て上げると
いうことである。上述の企業の社会的責任の履行状
況に鑑み、そうしなければ、企業の社会的責任など
は、学術研究にしか存在していない概念にとどまる
かもしれないのである。法的義務を履行できない企
業に対しては、真剣に社会的責任を尽くすことを期
待できるものではないと思われる。
　ところが、中国では、法令遵守計画をどのように
進めればよいか。私見によると、立法機関は以下の
2つの方面に着手したほうがいいと思われる。1つ
は、法令遵守計画の制定および実施を法的義務とし
て定めると同時に、その法的効果を明示するという
ことであり、もう 1つは、企業にその義務を尽くさ
せるために、外部の保障体制を整備するということ
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である。たとえば、上述のように、法令遵守計画の
実施にとっては、公益通報は不可欠なものである。
中国最高人民検察院も、近年、およそ 70％以上の
賄賂事件は大衆の通報を通じて発見されたことを明
らかにした60。それにもかかわらず、公益通報者に
対する保護は不十分であるとされている。統計で
は、公益通報者が傷害され、または殺害された事件
は、1990年代では毎年 50件に至らなかったのに対
して 2008年には 1200余にのぼった61。
　なぜかというと、刑法にも刑事訴訟法にも証人保
護に関する規定はあるが62、一方で、その規定は証
人にのみ適用されるものなので、刑事手続がまだ始
まらない段階にいる公益通報者に有力な保護を提供
することができないからである。他方で、権力機関
から法律に定められている保護を受けない場合、証
人はどうのようにすれば救済を受けることができる
かが問題となった。そこでは、効果的な企業抑止策
を築くことにとっては、日本における『公益通報者
保護法』のような法律とその適切な執行が必要であ
る。

⑶　第三者機能の活用
　社会団体ならびに媒体をはじめとする第三者は、
企業犯罪の抑止に介入すべき理由が 2つある。理論
的に、企業犯罪は国民の健康および生命などの権利
に対する侵害であり、それに国家権力も国民の権利
に由来するものなので、国民の権利を基礎とする第
三者の介入は当然のことであり、実践的に、国民は
一人の力だけでは国家権力の運用や企業の違法経営
にあまり影響を与えられないので、様々な社会団体
を通じてその権利を実現しなければならない。ま
た、規制機関は、利用できる資源が有限なのですべ
ての企業活動に対して効果的な監督を行うのは不可
能であろう。したがって、規制機関にとっても、第
三者の協力を求める必要がある。
　率直にいえば、中国での第三者による監督はまだ
弱い。それが、中国の社会団体の位置および性質と
は深く結びついているからであろう。ここで、
NGOを例として説明してみるとする。NGOは、「広
義には非政府アクターと同意語に使われ、政府以外
のすべての組織、即ち企業や経済団体など含まれる
が、実際には非営利を目的とし、企業と政党は除外
されると定義される。要は非政府で非営利目的の市
民組織という」63。中国政府の統計によれば、2007

年に NGOと呼ばれる社会団体は、211、661とい
う膨大な数にのぼった64。ただし、これらのいわゆ
る NGOのうちに、独立した組織として機能を果た
せるのは極めて少ない。その原因は、「中国の NGO
の経費は、おもに政府からの資金であり、そのうち、
およそ 50％は政府の財政予算やその他の手当であ
り、3.6％は政府によって支えられる課題の資金で
ある。他方で、多数の NGOは、改造された政府に
属した機関または直接に政府によって設立されたも
のなので、政府に依存して存在している」65という
ところにある。政府と企業との複雑な関係は、企業
が直接にあるいは間接に NGOに圧力を加えるのを
可能にしているとされている。したがって、現在の
企業犯罪の抑止策には、国民の権利を代表する第三
者の影響はまったくないとはいえないが、その影響
はとても弱いのである。
　我々は効果的な企業犯罪の抑止策を構築しようと
したら、国家ならびに企業から独立した第三者に十
分に機能を果たさせるべきである。この目的を実現
するために、立法機関は法律を通じて NGOをはじ
めとする社会団体の独立性や合法的な権利を保障し
なければならないのである。他方、社会に有意義な
存在になれるために、社会団体は法的限界を守って
自発的に外部監督を受け、積極的に市民に理解や支
持を求めなければならないように思われる。要する
に、この構成的な欠陥は直さなければ、規制機関は
いかに努力しても、企業犯罪の増加を抑えることが
できないということである。

おわりに

　「「社会あるところ犯罪あり」といわれるが、かつ
ていかなる社会にも犯罪は存在したし、我々人類が
犯罪を絶滅させることは不可能であるにしても、な
んらかの方法でその減少のために力を尽くしてきた
ことは事実である。」66そこでは、どんな抑止策を築
き、それを実施しても、企業犯罪は存在していくに
もかかわらず、我々は、社会秩序を維持し、かつ自
分の幸福を守るために、積極的にできるだけの努力
を尽くして、社会発展を妨げないように企業犯罪を
制限しなければならない。
　ここ十数年来、中国は企業犯罪の急増に見舞われ
ているとされている。その要因の 1つとしてあげら
れるのは、中国における企業犯罪の抑止策には構造
上の欠陥があり、すなわち、国家の強制制裁と企業
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の抑止意欲と並んで存在すべき社会監督が、十分に
機能を果たしていないということである。そこで
は、企業犯罪の原因論および諸外国の抑止策に照ら
して、中国は、効果的に企業犯罪を制限しようとす
れば、刑事処罰を改革し、企業法令遵守計画を推進
するとともに、NGOおよび媒体などの第三者の独
立性を保障し、それに適切に自分の役を果たさせる
必要があると思われる。
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